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　研究 7 では、放課後児童支援員等に求められる専
門性及び資質向上のあり方について明らかにするた
め、放課後児童支援に関する研究に従事する大学教
員や放課後児童クラブの運営、認定資格研修講師を
担当する実務者に対して、インタビュー調査を実施
した。初任者及び中堅者に求められる資質・態度、
知識・技術、必要な職場内教育訓練、職場外研修、
研修における課題と今後求められる展開を有識者に
聴取し、回答を整理することで、放課後児童支援等
に求められる専門性及び資質向上のあり方について
有識者の視点から検討する。

7-1	 調査の概要

　調査対象　インタビュー調査の対象は 8 名の有識
者であった。8 名の有識者は、放課後児童クラブに
関する研究や支援員の研修に携わる大学教員、放課
後児童クラブの運営や認定資格研修講師を担当する
実務者からなった。有識者は、学術雑誌や書籍の著
者、本調査研究の検討委員会の委員による紹介をも
とに選定した。面接者が有識者に対して調査依頼を
電話連絡にて行なった。最終的には、調査の承諾の
あった 8 名の有識者にインタビュー調査を実施し
た。なお、本調査に先立つ説明と同意の手続きにお
いて、調査対象者が特定される情報は記載しない旨
を説明しているため、報告書では、有識者 A 〜 H
と表記する。
　調査方法　各有識者に対して、約 30 分から約 60
分の構造化インタビュー調査を実施した。なお、調
査に先立ち、①調査の目的、②調査の内容と方法、
③データの取り扱い、④倫理上の配慮事項、⑤自由
意志に基づく研究参加、⑥同意を撤回する権利、⑦
結果の公表について書面をもとに説明し、書面にて

同意を得た。
　質問事項は、①初任者（1 〜 5 年未満）に必要な
資質や態度、②中堅者（5 年以上）に必要な資質や
態度、③初任者（1 〜 5 年未満）に必要な知識や技
術、④中堅者（5 年以上）に必要な知識や技術、⑤
初任者（1 〜 5 年未満）の専門性向上に必要な職場
内教育訓練（OJT）、⑥中堅者（5 年以上）の専門
性向上に必要な職場内教育訓練（OJT）、⑦初任者

（1 〜 5 年未満）の専門性向上に必要な職場外研修
（Off-JT）、⑧中堅者（5 年以上）の専門性向上に必
要な職場外研修（Off-JT）、⑨研修における現在の
課題、⑩今後期待される研修のあり方の 10 項目で
あった。質問事項の「放課後児童支援従事者」とは、
放課後児童支援員及び補助者であった。面接者は、
上記の質問事項の順序に従って、対象者に質問をし、
回答を得た。回答は、IC レコーダーにより音声ファ
イルとして記録した。
　分析方法　IC レコーダーに録音した音声ファイ
ルをテキストファイルに変換した。テキストファイ
ルから、初任者及び中堅者に求める資質・態度、知識・
技術、職場内教育訓練（OJT）、職場外研修（Off-JT）、
研修に関する課題、今後の研修のあり方についての
回答を抽出した。これらの回答について、有識者毎
にどのような回答が得られたのか整理した。回答の
傾向を把握するために、各有識者によって語られた
回答に、その回答を表すテーマをコードとして付与
した。なお、有識者によっては、10 項目の質問項
目に対して順に回答するのではなく、項目をまとめ
て回答することもあった。また、全ての質問項目に
対して回答が得られたわけでもない。よって、本調
査の結果一覧には全ての有識者番号が記載されてい
るわけではない。
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7-2	 有識者が初任者及び中堅者に求める資質・態度

　Table 7-2-1 に、有識者が初任者に求める資質・
態度について語った内容とコードを示した。有識者
は、初任者に対して、「放課後児童クラブに従事す
る者の研修体系」の整理に示されているように、子
どもへの無条件の愛情をもとに、子どもの最善の利
益を尊重し、強い使命感をもって支援にあたる姿勢
を求めている。子どもを第一に考える姿勢を土台に、
自ら主体的に業務にあたる行動力が必要となる。子
どもとの関わりにおいては、放課後児童クラブが他
の施設とは異なることを理解し、これまでの価値観
や考えに囚われない柔軟な思考が求められる。職務
内容や子どもとの関わりにおいて不明な点があれ
ば、自ら積極的、自主的に先輩職員に質問し、チー
ムの中で専門性を高める向上心も要する。そして、
自身の実践を振り返り、絶えず改善しようとする努
力が専門性向上につながる。自身の実践を改善する
ためには、自己の長所と短所を理解したうえで、自
己を肯定する自己肯定感を要する。もちろん、社会
人としてのマナーは欠かすことができず、対人援助
職であるがゆえ、より客観的に自己の身なり、振る
舞いを見つめ直す必要がある。
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インタビュー調査結果
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Table 7-2-1　初任者に求める資質・態度



　Table 7-2-2 に、有識者が中堅者に求める資質・
態度について語った内容とコードを示した。中堅者
に求める資質・態度では、「倫理観」や「内省力」
が複数の有識者から語られた。中堅者は初任者に
とって模範となるべく、高い意識をもって職業倫理
を遵守することが求められる。その上で、経験を
積み重ねたとしても自身の実践が最良の実践（best 
practice）であったのかを常に振り返り、より良い

実践を模索するために、他者と自分の考えを話し合
う態度を必要とする。初任者の段階では、対子ども
との関わりが中心であったものの、放課後児童支援
を担う初任者の指導にあたる役割が期待さている。
初任者の指導では、これまでの経験をもとに知識や
技術を伝達するのみではなく、初任者と中堅者の話
を公平に聴き、チームとして共に児童クラブを作り
上げる態度が期待されている。
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Table 7-2-2　中堅者に求める資質・態度



　なお、倫理観について、『放課後児童クラブ運営
指針解説書』に記載された「放課後児童支援員等の
職業倫理」を紹介する。中堅者には、この職業倫理
を高い意識で遵守するとともに、初任者に職業倫理
を遵守することを指導する態度が求められていると
言える。

7-3	 有識者が初任者及び中堅者に求める知識・技術

　Table 7-3-1 に、有識者が初任者に求める知識・
技術について語った内容とコードを示した。有権者
が初任者に求める知識・技術としては、まず「放課
後児童クラブや放課後児童健全育成事業に関する正
しい理解」を求めていた。放課後児童健全育成事業
は、『放課後児童クラブ運営指針解説書』によると、

「小学校に就学している児童であって、その保護者
が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終

了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業」
とされている。よって、小学校に就学している子ど
もの「発達段階」を理解し、関わることが求められ
る。また、遊びの場を与えることから、子どもたち
の「遊び」や「プレイワーク」に関する基本的な知
識と技術を備える必要がある。生活の場を与えるた
めに、怪我の応急処置や安心安全な生活環境、災害
時の防災マニュアルの徹底など、安全管理に関する
実践的な技術も欠かすことはできない。その他、子
どもや保護者の話に耳を傾ける「傾聴」の技術、子
どもが発するメッセージを耳からのみではなく、五
感を通して受け取れる「観察力」も子どもと関わる
上で身につけることが望まれる。

インタビュー調査結果
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「放課後児童支援員等の職業倫理」
　
　私たちは、児童館・放課後児童クラブが、児童福祉法の理念を地域社会の中で具現化する児童福祉施設・
事業であることを明言する。
　私たちは、児童館・放課後児童クラブの仕事が、地域における子どもの最善の利益を守る援助者とし
て専門的資質を要する職業となることを強く希求する。
　そのため、私たちはここに倫理綱領を定め、豊かな人間性と専門性を保持・向上することに努め、専
門職者の自覚と誇りをもってその職責をまっとうすることを宣言する。
1.	私たちは、子どもの安心・安全を守って、その最善の利益を図り、児童福祉の増進に努めます。 
2.	私たちは、子どもの人権を尊重し個性に配慮して、一人ひとりの支援を行います。
3.	私たちは、身体的・精神的苦痛を与える行為から子どもを守ります。 
4.	私たちは、保護者に子どもの様子を客観的かつ継続的に伝え、保護者の気持ちに寄り添って、信頼関

係を築くように努めます。
5.	私たちは、地域の健全育成に携わる人々・関係機関と連携を図り、信頼関係を築くように努めます。 
6.	私たちは、事業にかかわる個人情報を適切に保護（管理）し、守秘義務を果たします。 
7.	私たちは、子どもの福祉増進のために必要な情報を公開し、説明責任を果たします。 
8.	私たちは、互いの資質を向上させるために協力して研さんに努め、建設的に職務を進めます。
9.	私たちは、地域において子育ての支援に携わる大人として人間性と専門性の向上に努め、子どもたち

の見本となることを目指します。

『放課後児童クラブ運営指針解説書（p.184）より』



　Table 7-3-2 に、有識者が中堅者に求める知識・
技術について語った内容とコードを示した。放課後
児童クラブでは育成支援が基本となるため、初任者、

中堅者にかかわらず育成支援に関する知識と技術が
必要である。さらに、中堅者に必要な知識・技術と
して、誰もが働きやすい職場にするために支援員や

放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方：インタビュー調査（有識者）
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Table 7-3-1　初任者に求める知識・技術



職場環境をマネジメントする「運営能力」が 3 名の
有識者からあがっていた。次に、放課後児童クラブ
を運営し、働きやすい職場に改善するための技術と
して、「PDCA」サイクルによる実践改善が 2 名の
有識者からあがった。放課後児童クラブを運営する
ためには、今日・明日の活動も大切であるが、長期
的に 5 年、10 年後の放課後児童健全育成事業を見
通した運営が必要となる。初任者の段階では、子ど
もの遊びを児童クラブ内で計画し、実行する知識・
技術が求められていたが、中堅者になると多様な子
どもを理解し、関係機関と共に子どもの育成支援に
あたるノウハウも求められる。

7-4	 有識者が考える初任者及び中堅者に必要な職場

内教育訓練（OJT）

　Table 7-4-1 に、有識者が初任者に必要な職場内
教育訓練（OJT）について語った内容とコードを示
した。OJT について、有権者は主に教育訓練方法
について語っていた。その多くは、各児童クラブ内
において先輩の手本を見て学んだり、事例について
先輩が一方的に回答を出すのではなく一緒に考えた
り、日々のミーティングで子どもとの関わりの抱負
を発表し助言を得たりする方法がとられていた。こ
れらの方法を通して、職場内教育訓練では、放課後
児童クラブの活動や目的の理解を深め、活動計画を
立案し、子どもとの関わりについて改善すること
が目指されていた。今後の展開として、OJT を系
統的に実施するために、初任者自らが支援につい
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Table 7-3-2　中堅者に求める知識・技術



て PDCA サイクルに基づき振り返る機会を計画的、
かつ意図的に設定することが望まれていた。
　Table 7-4-2 に、有識者が中堅者に必要な職場内
教育訓練（OJT）について語った内容とコードを示
した。中堅者の OJT についても、訓練方法に関す
る話題が多かった。中堅者の場合は、初任者への指
導を通して、自身のコーチングスキルやチームビル
ディングを磨いていると言える。また、初任者に限
らず、中堅者も同じ経験年数以上の支援員との意見
交換は、実践の中での専門性向上に寄与していると
考えられる。しかしながら、放課後児童クラブでは、
経験年数 5 年以上の支援員が少ない自治体も多く、
中堅者の相談相手が近くにいるとは限らない現状で
ある。さらに、中堅者向けの研修会が少なく、場合
によっては、中堅者は自ら研修会を探している。体

系的な資質向上の体制が整っているとは言い難く、
支援員の自己努力によって資質向上が図られてい
る。
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Table 7-4-1　初任者に必要な OJT



7-5	 有識者が考える初任者及び中堅者に必要な職場

外研修（Off-JT）

　Table 7-5-1 に、有識者が初任者に必要な職場外
研修（Off-JT）について語った内容とコードを示し
た。有識者からは、Off-JT について、研修で扱われ
るテーマが中心的に語られた。初任者の Off-JT で
必要な研修のテーマとして多かったのは、「育成支
援」に関することであった。「「放課後児童クラブに
従事する者の研修体系」の整理」によると、子ども
の育成支援として、「子どもの発達の特徴」「子ども
の権利擁護」「人権の尊重」「育成支援の内容理解と
計画の考え方」「子どもの遊びや生活の環境の理解」

「仲間づくり」「いじめの理解と対応」などが示され
ている。各有識者から語られた具体的な回答の例を
みると、育成支援の内容として「子どもの発達の特
徴」が複数の有識者からあがっていた。保育士資格、
社会福祉士の資格、教諭免許、実務経験のある高卒
者など、支援員の事前知識は多様である。子どもと
の関わりを一定の水準にそろえるために、初任者に
は「子どもの発達の特徴」の受講を望んでいると考

えられる。次に多かったテーマは「特に配慮を要す
る児童」である。2016 年から「障害者差別解消法」
が施行され、障害等の特別な配慮を要する子どもへ
の支援は社会的に一層、注目されている。そのため、
初任者であっても正確な知識と一定の技術を求めて
いるのであろう。職場外研修の効果を高めるために、
ある自治体では、経験年数に応じた研修が紹介され
ており、研修の履修表もある。今後どのような研修
を受講するとよいのか、これまでにどのような研修
を受講したのか、支援員が自らキャリアをデザイン
するために、参考になる取り組みである。また、研
修の体系として、初任者の場合は、参加すべき研修
を国や地方自治体で計画し、自由な選択等は設けな
い方がよいという意見があった。
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Table 7-4-2　中堅者に必要な OJT



　Table 7-5-2 に、有識者が中堅者に必要な職場外
研修（Off-JT）について語った内容とコードを示し
た。Off-JT のテーマについて、2 名の有識者から

「チーム力向上」に関する話題があがった。複数の
有識者は、中堅者に求める知識・技術として、「運
営能力」をあげており、その知識・技術を高める
Off-JT を期待しているようである。その他にも「理
論と実践の往還」を図るための研修のあり方として、
実践事例検討や防災・防犯計画の自己点検があがっ
ていた。また、中堅者に対する Off-JT のあり方と

して、中堅者以降は専門分野を複数設け、自身のキャ
リアとして高めたい専門性に特化した研修に参加す
る方法が提案された。
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Table 7-5-1　初任者に必要な Off-JT



7-6	 有識者が感じる研修運営上の課題と今後期待さ

れる展開

　Table 7-6-1 に、有識者が捉える研修の課題につ
いて語った内容とコードを示した。主に 3 つの課題
に整理できる。1 つ目は、「社会的な問題に対応し
た研修内容」「遊びの支援者の養成」「運営者への研
修」などの研修テーマに関する課題であった。2 つ
目に、「キャリアパス制度」の導入が期待されてい
た。「キャリアパス制度」では、経験年数と自治体
が指定する研修の受講実績をもとに処遇が改善され
る。ただし、現在の課題として、「研修内容が不統一」
とあるように、認定資格研修は一定の水準を目指し
ているが、専門研修は自治体の研修担当者が計画し
ているため、自治体間で研修内容に差がでてくこと
が危惧される。そもそも支援員のそれまでの学修や
経験背景が多様であるため、研修の構成が難しいよ

うである。3 つ目は、自治体によっては研修にかか
る費用が出ず、支援員が自費で研修に参加している
ことである。支援員の人員不足から研修に出したく
ても出せない事業所もあり、全ての支援員に専門性
向上の機会が与えられる必要がある。
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Table 7-5-2　中堅者に必要な Off-JT
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Table 7-6-1　有識者が捉える研修の課題
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Table 7-6-2　有識者が考える今後期待される展開



　Table 7-6-2 に、有識者が期待する今後の研修の
展開について語った内容とコードを示した。研修の
展開については、研修後の行動評価を等級の根拠と
するなど「人事制度」と研修を関連づけることがあ
がった。外部の研修のみではなく、職場内での教育
訓練を組織的に行なうために、スーパーバイザーに
よる巡回相談制度を整えることも期待されていた。
また、研修講師が不足しているため、放課後児童ク
ラブ支援員と類似する役割がある保育士養成校の教
員と連携し、研修を組み立てる体制も望まれていた。

7-7	 有識者へのインタビュー調査のまとめ

　研究 7 では、有識者の視点から放課後児童支援員
等に求められる専門性及び資質向上のあり方につい
て明らかにするため、インタビュー調査を実施した。
インタビュー調査から以下のことが整理できた。
　まず、初任者および中堅者に求める専門性である。
有識者の多くは、「「放課後児童クラブに従事する者
の研修体系」の概要」に記載されたキーワードを語っ
ていた。この体系は有識者にとって、放課後児童支
援員等の専門性を検討する際の道標として機能して
いると考えられる。本体系に沿うと、有識者が初任
者に求める資質・態度は、主に「愛情」「主体性」「行
動力」「柔軟性」「協調性」「社会的マナー」が中心
である。中堅者に対して求める資質・態度は、本体
系をもとにすると、主に「倫理観」「責任感」「情熱」
であると考えられる。本体系は初任者、中堅者、リー
ダーの全てに共通の資質・態度をあげていたが、本
調査を通して、経験年数毎に特に重要な資質・態度
を抽出できた。さらに、知識・技術として初任者に
は、「放課後児童クラブの意義や目的の理解」「発達
段階の理解」「遊び」「安全管理」が主にあがった。
一方、中堅者の知識・技術には、「運営能力」「PDCA」

「関係機関との連携」などがあがった。中堅者には、
育成支援に関する幅広い知識と技術はもちろんのこ
と、学校や関係機関との連携、保護者への相談援助、
児童クラブの運営に関する能力が求められる。
　次に、放課後児童支援等の資質向上のための研修
について、有識者の意見を整理できた。有識者への

インタビュー調査を通して、初任者への OJT は充
実しているものの、現場で支援に従事する中堅者の
人数が少なく、中堅者のキャリアを発達させるよう
な職場内の教育訓練が質・量ともに希薄なことが明
らかになった。中堅者の処遇改善に加え、継続的に
キャリアを発達させるような系統的な職場内教育訓
練の開発が求められる。職場外研修については、初
任者については、求められる資質・態度としての「愛
情」「主体性」「行動力」「柔軟性」「協調性」「社会
的マナー」、知識・技術である「放課後児童クラブ
の意義や目的の理解」「発達段階の理解」「遊び」「安
全管理」を向上するような職場外研修が設けられて
いた。中堅者については、求められる資質・態度と
しての「倫理観」「責任感」「情熱」、知識・技術で
ある「運営能力」「PDCA」「関係機関との連携」を
向上するような職場外研修の話題は少なかった。こ
のように、職場外研修においても、中堅者の就業意
欲を継続ないしは高め、段階的に専門性を向上する
研修が不十分な現状である。
　そして、有識者が考える研修の課題と今後の展開
について以下の四点に整理できた。
　第一に、研修の受講について課題があがった。支
援員の体制や研修費用の関係上、職場外研修に全て
の支援員が参加できない現状がある。この現状を解
決するために、支援員の確保や研修費の確保はもち
ろんのこと、スーパーバイザーや専門家による巡回
訪問にて、職場内で専門性向上を図る仕組みと職場
外研修を有機的に連動させることが期待される。
　第二に、研修の内容について課題があがった。研
修の内容については、地域の実情に応じて放課後児
童クラブが抱える課題にオーダーメイド化された研
修内容が必要である。ただし、特定の内容に特化し
た研修が多くなると、研修内容に偏りが生じる。幅
広い研修内容と経験年数に応じた研修内容を計画す
ることが望まれる。研修内容の計画の際には、一定
の基準や指針があると自治体間で極端な偏りがな
く、研修内容を計画できるであろう。特に、中堅者
以上に向けた職場外研修は少なく、職場内において
も中堅者以上の支援員は少ない。中堅者のための運
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営技能や連携技能等に関する共通の研修と専門分野
別の研修の設定や職場内で経験者や専門家に相談で
きる仕組みを必要としている。自治体が研修を計画
する際、児童厚生員養成校や保育士養成課程、幼稚
園教諭教職課程等を設置している高等教育機関の積
極的な関与が求められる。
　第三に、研修講師の養成や質の保証である。放課
後児童クラブに関して専門性を有している人材とし
て、高等教育機関の大学教員があげられる。しかし、
大学教員の人数は限られている。そこで、放課後児
童クラブにて一定の知識、経験を有すると認められ
る支援員が専門性向上のための研修を担当すること
も必要になる。その場合、認定資格研修のように講
師を養成する研修にて、中堅者以上の研修を担当で
きる知識と技術を高めることが望まれる。
　第四に、経験年数や専門性向上に応じた人事制度
の導入である。自治体によっては、キャリアパスの
制度が導入されており、経験年数と研修受講に応じ
た処遇改善がなされている。この制度を自治体の
実情に応じて整える必要がある。ただし、5 年以上
や 10 年以上に必要な研修について、一定の基準や
指針がないと自治体による差異が大きくなってしま
う。さらに、研修の受講が一定の知識や技術の保有
を示しているとは言い難い。よって、研修受講後の
行動評価を処遇改善に用いる仕組みも検討していく
必要がある。行動評価では、自己評価も行い、機関
の施設長による評価と見比べることで、支援員に
とっては改善点が明らかになる。施設長にとっては、
評価の根拠を支援員に分かりやすく説明することが
求められ、OJT の機会にもなる。
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　研究 8 では、放課後児童支援員等に求められる専
門性及び資質向上のあり方について明らかにするた
め、調査時点における区市町村の研修担当者にイン
タビュー調査を実施した。「放課後児童クラブに従
事する者の研修体系の整理－放課後児童クラブの質
の向上のための研修企画検討会まとめ－」によると、
区市町村には、「放課後児童支援員等に対して資質
の向上を図るために、課題や事例を共有するための
実務的な研修を都道府県と連携して実施」すること
が求められている。本提言をもとに、放課後児童支
援員等に対して資質向上を図るための研修を立案、
実施、評価、改善のサイクルで運営している区市町
村もある。区市町村の研修担当者に対し、初任者及
び中堅者に求められる資質・態度、知識・技術、必
要な職場内教育訓練、職場外研修、研修における課
題と今後求められる展開を聴取し、回答を整理する
ことで、放課後児童支援等等に求められる専門性及
び資質向上のあり方について検討する。

8-1	 調査の概要

　調査対象　インタビュー調査の対象は、14 の自
治体における研修担当者であった。本調査では、日
本全国を 8 つの地域ブロック（北海道、東北、関東
甲信越、東海北陸、近畿、中国、四国、九州・沖縄）
に分けて、自治体を選定した。選定した自治体に面
接者が調査依頼を電話連絡にて行なった。最終的に
は、調査の承諾のあった 14 の自治体においてイン
タビュー調査を実施した。各地域ブロックにおける
自治体数と自治体区分を Table 8-1-1 に示す
　調査方法　各自治体の研修担当者に対して、約
30 分から約 60 分の構造化インタビュー調査を実施
した。なお、調査に先立ち、①調査の目的、②調査
の内容と方法、③データの取り扱い、④倫理上の配
慮事項、⑤自由意志に基づく研究参加、⑥同意を撤
回する権利、⑦結果の公表について書面をもとに説
明し、書面にて同意を得た。
　質問事項は、①初任者（1 〜 5 年未満）に必要な
資質や態度、②中堅者（5 年以上）に必要な資質や
態度、③初任者（1 〜 5 年未満）に必要な知識や技

163

Table 8-1-1　インタビュー調査対象となった自治体区分一覧
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術、④中堅者（5 年以上）に必要な知識や技術、⑤
初任者（1 〜 5 年未満）の専門性向上に必要な職場
内教育訓練（OJT）、⑥中堅者（5 年以上）の専門
性向上に必要な職場内教育訓練（OJT）、⑦初任者

（1 〜 5 年未満）の専門性向上に必要な職場外研修
（Off-JT）、⑧中堅者（5 年以上）の専門性向上に必
要な職場外研修（Off-JT）、⑨研修における現在の
課題、⑩今後期待される研修のあり方の 10 項目で
あった。質問事項の「放課後児童支援従事者」とは、
放課後児童支援員及び補助者であった。面接者は、
上記の質問事項の順序に従って、対象者に質問をし、
回答を得た。回答は、IC レコーダーにより音声ファ
イルとして記録した。
　分析方法　IC レコーダーに録音した音声ファイ
ルをテキストファイルに変換した。テキストファイ
ルから、初任者及び中堅者に求める資質・態度、知識・
技術、職場内教育訓練（OJT）、職場外研修（Off-JT）、
研修に関する課題、今後の研修のあり方についての
回答を抽出した。これらの回答のテキストファイル
を KH Coder 3 を使用し、テキストマイニングを実
施した。テキストマイニングは、初任者に求められ
る資質・態度、中堅者に求められる資質・態度、初
任者に求められる知識・技術、中堅者に求められる
知識・技術などテキストファイル毎に行なった。テ
キストマイニングを実施した結果から、以下の 3 点
について分析した。第一に、各テキストファイルに
出現した延べ語数と異なり語数を確認した。延べ語
数とは、テキスト中に用いられた総単語数である。
異なり語数とは、テキスト中に用いられた単語の種
類である。異なり語数を延べ語数で割ることにより、
延べ語数に対する異なり語数の比率（トークン比）

を求めることができる。トークン比が高いほど、テ
キスト中に異なる種類の単語が出現したことを意味
し、多様な内容が語られたと考えられる。延べ語数
と異なり語数は、分析に使用された（助詞などを除
いた）単語の数を用いた。第二に、頻繁に出現した
単語の出現度数と特徴的な単語の相対度数を算出し
た。出現度数は、テキスト内に単語が出現した度数
を表し、相対度数は各単語の出現度数を延べ語数で
割ることで求めた。単語は、名詞、サ変名詞、形容
動詞に関する頻出語を確認し、自治体研修担当者の
回答の傾向を把握した。なお、「放課後」「児童クラ
ブ」「支援員」「資質」「態度」「知識」「技術」「初任」

「中堅」「職場」「教育」「訓練」「研修」「現場」など、
頻出が予想される単語は分析から除外した。第三に、
研修の課題と今後の展開については、語られた話題
を整理するために、KH Coder 3 を使用し、共起ネッ
トワークを描いた。共起ネットワークでは、同時に
出現する程度が強い単語を線で結ぶことで、共起関
係を視覚的に把握できる。共起ネットワークを描く
にあたり、特徴的な単語を用いるために、出現率 5
パーセント以下の単語を対象とした。

8-2	 自治体研修担当者が初任者及び中堅者に求める

資質・態度

　Table 8-2-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める資質・態度について語った延べ語数
と異なり語数を示した。トークン比では、中堅者に
求める資質・態度が高かった。よって、中堅者に求
める資質・態度で語られた話題は、多かったと言え
る。
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Table 8-2-1　初任者及び中堅者に求める資質・態度のトークン比



　Figure 8-2-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める資質・態度について語った単語の度
数分布図を示す。初任者の資質・態度では、出現回
数 4 から全体の単語の 5 パーセント以下を示してい
る。中堅者の資質・態度では、出現回数 5 から全体
の単語の 5 パーセント以下を示している。初任者と
中堅者で比較を行なうために、初任者の出現回数 4
をとり、出現回数 4 以上の単語を分析対象とした。
　Table 8-2-2 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める資質・態度について語った出現回数
4 以上の頻出語を示した。初任者では、出現回数 4
以上の単語は 24 種類であったのに対し、中堅者で
は延べ語数が少ないにもかかわらず、出現回数 4 以
上の単語は 32 種類と多かった。トークン比におい
ても中堅者の方が高かったことから、自治体研修担
当者は、初任者よりも中堅者に幅広い資質・態度を
身に付けてもらいたいと考えているようである。特
に、出現度数 4 以上の頻出語では、初任者は「児童」

「理解」「資格」「自分」「一対一」「遊び」「話」など
が出現していた。これらの単語から、「放課後児童
健全育成事業や児童福祉法を自主的に学ぶ態度」「子
どもや保護者との一対一のコミュニケーションへの

積極性」「子どもと遊ぶことへの興味関心」が初任
者には主に求められると考えられる。中堅者には「運
営」「学校」「年数」「経験」「関係」「皆さん」「現状」
などが出現していた。そのため、中堅者には「放課
後児童クラブの運営に関わる態度」「学校や関係機
関と連携する積極性」「経験年数を生かした後輩へ
の指導力」が主に求められると言える。
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Figure 8-2-1　初任者及び中堅者に求める資質・態度の単語の度数分布図



　Figure 8-2-2 に、初任者及び中堅者に求める資
質・態度について語った特徴語の相対度数（延べ語
数に占める比率）を算出し、対比グラフにて図示し
た。初任者において相対度数の高い単語は、「子ど
も（0.030）」であり、「保護者（0.010）」「児童（0.010）」
が続いた。「児童」は、「児童健全育成」や「児童福
祉」の中で出現していた。「理解」は、「事業の理解」

「子どもの理解」という文脈で出現していた。「指
導」は、「子どもへの指導」という文脈で表れてい
た。一方、中堅者において相対度数の高い単語は、

「子ども（0.025）」「地域（0.016）」「コミュニケーショ
ン（0.013）」「運営（0.010）」と続いた。初任者より
も相対度数が高い「関係」は「関係機関との連携」
という文脈で多く出現していた。「指導」は、「初任
者への指導」という文脈で出現していた。
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Table 8-2-2　初任者及び中堅者に求める資質・態度の頻出語



　以上より、自治体研修担当者は初任者及び中堅者
に対して、以下のような資質・態度を強く求めてい
ると考えられる。

初任者

・	 子どもと関わることが好きであり、子どもの幸福
のために放課後児童健全育成事業の理解に努める
ことができる。

・	 子どもと一緒に遊び、ときには物事の善悪を子ど
もに説明し、子どもの健全な育成を支援する。

・	 保護者や地域の方々へ積極的にコミュニケーショ
ンをとることができる。

中堅者

・	 子どもの幸福のために放課後児童クラブの運営に
責任感をもつ。

・	 経験の浅い支援員に対して、事業の目的や意義、
子どもや保護者との関わりについて指導すること
で児童クラブの運営に関与する。

・	 保護者や地域の関係機関と連携し、子どもの健全
育成を他者との協働によって支えるために、豊か

な人間性をもつ。

8-3	 自治体研修担当者が初任者及び中堅者に求める

知識・技術

　Table 8-3-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める知識・技術について語った延べ語数
と異なり語数を示した。トークン比では、初任者に
求める知識・技術が高かった。よって、初任者に求
める知識・技術で語られた話題は、広かったと考え
られる。しかし、後述するように、出現度数の高い
頻出語の種類は中堅者の方が多かった。そのため、
話題の多さについて頻出語の種類も含めて解釈する
必要がある。
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Figure 8-2-2　資質・態度における特徴語の相対度数



　Figure 8-3-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める知識・技術について語った単語の度
数分布図を示す。初任者の知識・技術では、出現回
数 4 から全体の単語の 5 パーセント以下を示してい
る。中堅者の知識・技術では、出現回数 5 から全体
の単語の 5 パーセント以下を示している。初任者と
中堅者で比較を行なうために、初任者の出現回数 4
をとり、出現回数 4 以上の単語を分析対象とした。
　Table 8-3-2 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に求める知識・技術について語った出現回数
4 以上の頻出語を示した。初任者では、出現回数 4
以上の単語は 33 種類であったのに対し、中堅者で
は、出現回数 4 以上の単語は 53 種類と多かった。
資質・態度とは異なり、知識・態度のトークン比で
は、中堅者に比べると初任者の方が高かった。しか
し、知識・技術のキーワードとなる名詞、サ変名詞、
形容動詞の種類は、出現数 4 以上に限定すると中堅

者の方が多かった。これは、初任者では、名詞、サ
変名詞、形容動詞以外の品詞の種類が中堅者よりも
多かったためであると考えられる。つまり、中堅者
では知識・技術の対象が明確に語られる単語の種類
が多かったのに対し、初任者では助詞や助動詞、動
詞、副詞など知識・技術を直接、表さない単語の種
類が多かったと考えられる。
　出現度数 4 以上の頻出語では、初任者に特徴的な
単語として「理解」「基本」「障害」「安全」「コミュ
ニケーション」「配慮」「事業」などが出現していた。
これらの単語から、「放課後児童健全育成事業や児
童福祉法に関する基本的な理解」「子どもや保護者
との一対一のコミュニケーション技能」「障害や特
に配慮を要する児童の基本的理解」「安全管理、事
故や災害への対応」が初任者には主に求められてい
る。中堅者に特徴的な単語は「機関」「連携」「運営」「責
任」「児童館」「自分」「主任」「経験」などが多く出

放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方：インタビュー調査（自治体研修担当者）

168

Table 8-3-1　初任者及び中堅者に求める知識・技術のトークン比

Figure 8-3-1　初任者及び中堅者に求める知識・技術の単語の度数分布図



現していた。そのため、中堅者には「放課後児童ク
ラブの運営に関わる知識」「学校や関係機関の役割
の理解と連携の技術」「経験年数を生かした後輩へ
の指導力」が主に求められると言える。
　Figure 8-3-2 に、初任者及び中堅者に求める知
識・技術について語った特徴語の相対度数（延べ語
数に占める比率）を算出し、対比グラフにて図示し
た。初任者において相対度数の高い単語は、「子ど
も（0.047）」であり、「対応（0.013）」「遊び（0.008）」
が続いた。「対応」は、「怪我や事故への対応」や「保
護者への対応」という文脈で出現していた。「安全

（0.005）」と同程度に求められる知識・技術として、
「配慮（0.004）」や「障害（0.005）」があがっていた。
一方、中堅者において相対度数の高い単語は、「子
ども（0.027）」「 対応（0.010）」「保護者（0.009）」「支
援（0.009）」「連携（0.008）」と続いた。「対応」では、

「緊急時の対応」や「保護者の要望への対応」とい
う文脈で出現していた。「保護者」では、「配慮の必

要な児童の情報共有」や「子育てに関する相談や助
言」という文脈で表れていた。
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Table 8-3-2　初任者及び中堅者に求める知識・技術の頻出語



　以上より、自治体研修担当者は初任者及び中堅者
に対して以下のような知識・技術を求めていると考
えられる。

初任者

・	 子どもが安全に安心して生活できる環境を整え、
怪我や事故に適切に対応する。

・	 小学校低学年から高学年までの発達段階に応じた
主体的な遊びを支援する。

・	 障害のある子どもや配慮の必要な子どもの特性に
ついて理解し、特性に応じた遊びや生活の支援を
する。

・	 保護者との信頼関係を築くための知識やコミュニ
ケーション技術を有している。

中堅者

・	 事故や怪我、トラブル、災害等の緊急時において、
状況に応じた適切な判断をし、子どもの安全を確
保する。

・	 家庭や学校、地域、関係機関と連携し、子どもの

育成を支援する。
・	 障害のある子どもや配慮の必要な子どもの支援に

ついて、達成可能な支援目標、実現可能な支援方
法を計画し、実行、評価、改善のサイクルで見直す。

・	 保護者との信頼関係のもと、身近な相談相手とし
て、カウンセリング・マインドをもって傾聴する
ことができる。

8-4	 自治体研修担当者が考える初任者及び中堅者に

必要な職場内教育訓練（OJT）

　Table 8-4-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える OJT について語った延べ
語数と異なり語数を示した。なお、自治体研修担当
者が初任者にも中堅者にも同じく必要であると回答
している場合には、初任者、中堅者に同じテキスト
データを入力し、分析した。トークン比では、初任
者、中堅者ともに同程度であった。

放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方：インタビュー調査（自治体研修担当者）

170

Figure 8-3-2　知識・技術における特徴語の相対度数



　Figure 8-4-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える OJT について語った単語
の度数分布図を示す。初任者の OJT では、出現回
数 5 から全体の単語の 5 パーセント以下を示してい
る。中堅者の OJT では、出現回数 4 から全体の単
語の 5 パーセント以下を示している。初任者と中堅
者で比較を行なうために、中堅者の出現回数 4 をと
り、出現回数 4 以上の単語を分析対象とした。
　Table 8-4-2 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える OJT について語った出現
回数 4 以上の頻出語を示した。初任者では、出現回
数 4 以上の単語は 28 種類であり、中堅者では、出
現回数 4 以上の単語は 34 種類であった。
　出現度数 4 以上の頻出語のうち、初任者に特徴的
であった単語は、「先輩」「現状」「事業」「取り組み」

「情報」「年数」「運営」「記録」などであった。これ

らの単語から、初任者への OJT として「事業所内
で特有の目的や制度を指導する機会」「先輩から直
接指導を受ける機会」「先輩の業務内容を観察して
学ぶ機会」が設けられていると考えられる。中堅者
に特徴的な単語として「自分」「管理」「学校」「地域」

「同士」「保育」などが多く出現していた。そのため、
中堅者の OJT の機会として「管理者として初任者
を指導することで専門性を高める」「地域の児童ク
ラブ同士で意見交換をする機会」が想定される。

インタビュー調査結果

171

Table 8-4-1　初任者及び中堅者に必要な OJT のトークン比

Figure 8-4-1　初任者及び中堅者に必要な OJT の単語の度数分布図



　Figure 8-4-2 に、初任者及び中堅者に必要な OJT
について語った特徴語の相対度数（延べ語数に占め
る比率）を算出し、対比グラフにて図示した。初任
者において相対度数の高い単語は、「子ども（0.019）」

「対応（0.011）」であり、その他の「先生（0.006）」「児
童（0.006）」「経験（0.006）」「支援（0.006）」「指導

（0.006）」の相対度数は同程度であった。一方、中
堅者において相対度数の高い単語は、「対応（0.014）」
であり、「 子ども（0.010）」「保護者（0.009）」「支
援（0.009）」「連携（0.008）」と続いた。自治体研修
担当者は、初任者、中堅者に対して、実践現場での
対応を通した専門性の向上を期待しているようであ
る。実践現場での対応については、初任者であれば

「先輩」に日頃から質問や相談をし、中堅者では支
援員「同士」による情報交換や意見交換が職場内で
の専門性向上の手段となっている。また、初任者、
中堅者ともに外部の「先生」による巡回相談やスー
パービションを活用している事例もみられた。

放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方：インタビュー調査（自治体研修担当者）

172

Table 8-4-2　初任者及び中堅者に必要な OJT の頻出語



初任者に必要な OJT の具体的な回答例

	 Table  8-4-3 に、初任者に必要な OJT で語られた具体的な例を示す。
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Figure 8-4-2　OJT における特徴語の相対度数

Table 8-4-3　初任者に必要な OJT で語られた具体的な回答の例



8-5	 自治体研修担当者が考える初任者及び中堅者に

必要な職場外研修（Off-JT）

　Table 8-5-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える職場外研修（Off-JT）につ
いて語った延べ語数と異なり語数を示した。トーク
ン比では、初任者、中堅者ともに同程度であった。

　Figure 8-5-1 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える職場外研修（Off-JT）につ
いて語った単語の度数分布図を示す。初任者の Off-
JT では、出現回数 5 から全体の単語の 5 パーセン
ト以下を示している。同様に、中堅者の Off-JT に
おいても、出現回数 5 から全体の単語の 5 パーセン
ト以下を示している。よって、出現回数 5 以上の単
語を分析対象とした。

中堅者に必要な OJT の具体的な回答例

	 Table  8-4-4 に、中堅者に必要な OJT で語られた具体的な例を示す。
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Table 8-5-1　初任者及び中堅者に必要な Off-JT のトークン比

Table 8-4-4　中堅者に必要な OJT で語られた具体的な回答の例
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Figure 8-5-1　初任者及び中堅者に必要な Off-JT の単語の度数分布図

Table 8-5-2　初任者及び中堅者に必要な Off-JT の頻出語



　Table 8-5-2 に、自治体研修担当者が初任者及び
中堅者に必要だと考える Off-JT について語った出
現回数 5 以上の頻出語を示した。初任者では、出現
回数 5 以上の単語は 40 種類であり、中堅者も同様
に出現回数 5 以上の単語は 40 種類であった。
　Table 8-5-2 をみると、出現回数 5 以上の頻出語
の多くは、初任者及び中堅者において共通していた
と言える。初任者に特徴的であった単語をあえてあ
げると「経験」「資格」などであった。初任者には

「Off-JT で学んだ知識・技術を生かして経験を積み
重ねること」「認定資格研修を受講すること」が求
められているようである。中堅者に特徴的であった
単語をあげると「課題」「館長」「検討」などであっ
た。中堅者には「課題を設定して研究し発表するこ
と」「児童館と一体的に運営されている場合は館長
研修を受けること」が Off-JT として行なわれてい

る内容である。
　Figure 8-5-2 に、初任者及び中堅者に必要な OJT
について語った特徴語の相対度数（延べ語数に占め
る比率）を算出し、対比グラフにて図示した。初任
者において相対度数の高い単語は、「子ども（0.008）」
が最も高く、つづいて「障害（0.007）」「支援（0.007）」
であった。中堅者において相対度数の高い単語は、

「子ども（0.009）」「 障害（0.008）」「対応（0.006）」
「事例（0.006）」と続いた。初任者及び中堅者とも
に、研修内容として「発達障害のある児童や配慮を
必要とする児童の理解と支援」に関する研修内容が
あがっていた。また、研修形態としては、講義形式
の中でも意見交換の機会を設けたり、地域の児童ク
ラブの支援同士で事例を検討したり、課題を設定し
て課題解決に向けた実践例を発表したりする主体的
な形態があがっていた。
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Figure 8-5-2　Off-JT における特徴語の相対度数



初任者に必要な Off-JT の具体的な回答例
	 Table  8-5-3 に、初任者に必要な Off-JT で語られた具体的な例を示す。
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Table 8-5-3　初任者に必要な Off-JT で語られた具体的な回答の例



指定都市の Off-JT の計画例①
　ある指定都市の研修計画を例示する。この都市に
は 100 以上の放課後児童クラブが開設されている。
このうち約 8 割が児童館との一体型施設であり、児
童館長が児童館と放課後児童クラブの運営責任者に
なっている。支援員は 700 名近くおり、市の嘱託員
として放課後児童クラブに従事している。支援員に
加えて、放課後児童支援員としての資格のない補助
員が各児童クラブにいる。本指定都市では、初任者
を 1 年〜 5 年未満、中堅者を 5 年〜 10 年未満、ベ
テランを 10 年以上と分け、経験年数別に必要な資
質・態度、知識・技能を整理している。
　研修計画、内容としては、これまでに以下のよう
な研修を計画してきた。なお、指定都市名の特定を
防ぐため、研修計画資料をもとに著者が加筆・修正
を行なった。

中堅者に必要な Off-JT の具体的な回答例
	 Table  8-5-4 に、初任者に必要な Off-JT で語られた具体的な例を示す。
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Table 8-5-4　中堅者に必要な Off-JT で語られた具体的な回答の例



指定都市の Off-JT の計画例②
　インタビュー調査を実施した指定都市のうち、も
う一つ指定都市の研修計画を例示する。この都市に
は 100 以上の放課後児童クラブが開設されている。
全ての放課後児童クラブが小学校の敷地内に設置さ
れている。基本的には公設公営であるが、一部を民
間に委託している。現場責任者として児童クラブの
運営や活動の企画立案、育成支援等を行なう主任支
援員は約 300 名おり、市の嘱託員として放課後児童
クラブに従事している。主任支援員とともに育成支
援を行なう支援員が約 800 名いる。支援員は市の臨
時職員であり、月に 10 日ほど従事する。さらに、
放課後児童支援員としての資格のない有償ボラン

ティアが各児童クラブにいる。本指定都市では、主
任支援員の基本姿勢や求められる役割について、運
営指針をもとに明文化している。Table 8-5-6 に示
すように、研修については、初任者、中堅者ともに
必要な内容を設定している。
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Table 8-5-5　Off-JT の計画例 ①



8-6	 自治体研修担当者が感じる研修運営上の課題と

今後期待される展開

　Table 8-6-1 に、自治体研修担当者が捉えている
研修の課題について語った延べ語数と異なり語数を
示した。なお、指定都市、中核市、その他の市毎に
延べ語数と異なり語数も表した。特別区は人口規模
に基づき、中核市に含めて分析した。研修の課題の
トークン比については、その他の市で最も高く、中
核市、指定都市とつづいた。その他の市では、研修
の課題について、様々な単語が出現したと考えられ
る。しかし、後述するように、対応分析の結果では

指定都市の近くに布置された頻出語の方が多かっ
た。よって、指定都市では研修の課題と展開を直接
表わすキーワードが多く語られたと言える。
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Table 8-5-5　Off-JT の計画例 ②



　Table 8-6-2 に、自治体研修担当者が考える今後
求められる研修の展開について語った延べ語数と異
なり語数を示した。こちらも同様に、指定都市、中
核市、その他市毎に延べ語数と異なり語数も表した。
トークン比では、研修の課題と同様、その他の市、
中核市、指定都市と続いた。
　Figure 8-6-1 に、自治体研修担当者が捉えている

研修の課題及び展開について語った単語の度数分布
図を示す。研修の課題では、出現回数 5 から全体の
単語の 5 パーセント以下を示している。同様に、研
修の展開においても、出現回数 5 から全体の単語の
5 パーセント以下を示している。よって、出現回数
5 以上の単語を分析対象とした。
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Table 8-6-1　研修運営上の課題に関するトークン比

Table 8-6-2　研修の展開に関するトークン比

Figure 8-6-1　研修の課題及び今後の展開の単語の度数分布図



　Table 8-6-3 に、自治体研修担当者が捉えている
研修の課題と今後の展開について語った出現回数 5
以上の頻出語を示した。研修の課題については、「課
題」「部分」「子ども」「話」「状況」「資格」「自治体」

「専門」「向上」「児童」「参加」といった単語が頻出
していた。研修の展開については、「部分」「専門」

「子ども」「資格」「話」「課題」「児童」といった単
語が頻出していた。研修の課題と展開において、類
似の単語の出現回数が高かったことから、現在の課
題を踏まえて、今後の展開について語られた内容が
多かったと考えられる。これらの単語の羅列では、
課題と展開が不明確であるため、単語同士の出現パ
ターンを把握するために、共起ネットワークを描い

た。
　Figure 8-6-2 に、研修の課題について、出現回数
5 以上の単語を対象にした共起関係を図示した。単
語同士が実線で結ばれているほど同時に出現した傾
向が強く、実線で結ばれていない場合は同時に出現
していないことを意味する。単語同士の距離や位置
は、何の情報も意味しない。単語の丸の大きさは出
現度数の多さを表している。ネットワーク中の丸の
色は、中心性を示しており、濃い色合いほど中心的
な役割を果たしている。
　Figure 8-6-2 から、研修の課題について、主には
5 つのネットワーク構造を確認できる。1 つ目は、
図左下の「資格」「認定」「整理」「向上」の共起関
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係である。これらの単語が用いられた原文を確認す
ると、「放課後児童クラブ支援員認定資格研修、資
質向上研修、子育て支援員研修といった研修におい
て、研修内容が重複することが多く、研修内容を整
理する必要がある」といった課題があがっていた。
2 つ目は、図中央付近の「自治体」「状況」「児童」

「事業」「制度」の共起関係である。これらの単語が
用いられた原文を確認すると、「研修が自治体に委
ねられているため、全国で一定の基準のある認定資
格のための研修に自治体間の差異がある。最低限、
実施すべき研修体系が整理されることを望みたい」
といった課題があがっていた。研修体系の整理にあ
たっては、「放課後児童支援員の専門性について学
問的に整理される必要がある」という意見もみられ

た。3 つ目は、図上部の「幼稚園」「教諭」「保育」
の共起関係である。原文を確認すると、「幼稚園教
諭や保育士、小学校教諭は専門性が確立されており、
段階別の研修体系が確立されている」といった課題
解決の視点があがっていた。4 つ目は、図右側の「委
託」「実施」「受講」「説明」「講師」といった共起関
係である。原文を確認すると、「研修を業者に委託
しているが業者数が限られている」「研修を担当で
きる講師が少ない」といった課題があがっていた。
5 つ目は、図下部の「参加」「全員」の共起関係で
ある。原文を確認すると、「限られた人数で児童ク
ラブを運営している中で全員が参加できるシステム
が必要である」といった課題解決があがっていた。

インタビュー調査結果
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Figure 8-6-2　研修の課題に関する共起ネットワーク



　Figure 8-6-3 に、研修の課題について出現回数 5
以上の単語を対象に対応分析をした結果を図示し
た。対応分析では、関連の強い単語は近くに、関連
の弱い単語は遠くに布置される。よって、図中の黒
塗りの四角によって示された地方公共団体区分と近
くに布置された単語ほど、その地方公共団体区分に
おいて相対的に多く出現していた単語であることを
示している。

　Figure 8-6-3 によると、地方公共団体区分毎に単
語の出現傾向が相対的に異なっていたことが示され
ている。「指定都市」では、研修の課題として、「整理」

「外部」「役割」「補助」「認定」「資格」「受講」といっ
た単語が相対的に多く出現していた。「中核市」で
は、「幼稚園」「教諭」「体制」「部分」「事業」といっ
た単語が相対的に多かった。「その他の市」では、「子
ども」「把握」「話」「状況」が多く出現していた。
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Figure 8-6-3　対応分析による現在の研修の課題の布置図



　Figure 8-6-3 の単語について原文を参照すると、
以下のような課題が語られていた。

指定都市

・	 都道府県が実施する認定資格研修と内容や日程を
整理すること。

・	 中堅者と初任者の役割や研修内容を整理するこ
と。

・	 放課後児童クラブにおける人手不足から職場外研
修を設けても、全ての児童クラブが参加できてい
ないこと。

・	 補助員の人数が多いため、補助員向けの研修会も
必要になること。

中核市

・	 大都市圏での研修には参加し難いため、他の自治
体や県と連携して研修体制をつくる必要があるこ
と。

・	 経験年数に応じた研修体制は現在、計画できてい
ないこと。

・	 委託事業所では自治体内で研修を受けても、他の
自治体に異動があること。

・	 補助員も含めるとスタッフの数が非常に多いた
め、全員対象となっている研修でも 1 施設から 2、
3 人の参加に限定されてしまうこと。

その他市

・	 子どもの発達状況や家庭状況を把握しながら、小
学校 1 年生から 6 年生までの異年齢に応じた活動
を提供することが難しいこと。

・	 認定資格研修と資質向上研修の内容が重なってい
ること。

・	 研修が一日になってしまったり、人件費の関係上、
研修の参加が難しいこと。

　Figure 8-6-4 に、今後の研修の展開について、出
現回数 5 以上の単語を対象に共起関係を図示した。
単語同士が実線で結ばれているほど同時に出現した
傾向が強く、実線で結ばれていない場合は同時に出

現していないことを意味する。単語同士の距離や位
置は、何の情報も意味しない。単語の丸の大きさは
出現度数の多さを表している。ネットワーク中の丸
の色は、中心性を示しており、濃い色合いほど中心
的な役割を果たしている。
　Figure 8-6-4 から、研修の展開について、主には
5 つのネットワーク構造を確認できる。1 つ目は、
図右側の「自治体」「地域」「学校」の共起関係である。
これらの単語が用いられた原文を確認すると、「研
修について自治体の裁量という点でメリットもある
が、認定資格研修のように経験に応じたカリキュラ
ムの基準やテキストなどの教材があると一定水準の
資質向上に寄与する」「複数の自治体で地域ブロッ
クを構成し、研修を運営する」といった要望があがっ
ていた。2 つ目は、図上部の「交流」「一つ」「一定」
の共起関係である。これらの単語が用いられた原文
を確認すると、「研修機会における 1 回のみの交流
ではなく、近隣の児童クラブ間で一定の継続した交
流につながるような研修を企画したい」という展望
があがっていた。3 つ目は、図中央の「専門」「向上」

「自分」の共起関係である。原文を確認すると、「研
修を専門に扱う部署の設置」「支援員としての専門
性の向上を自己評価や外部評価し、研修の効果を追
跡的に評価する仕組み」の必要性があがっていた。
4 つ目は、図左下の「保育」「レベル」「背景」といっ
た共起関係である。原文を確認すると、「専門性の
向上や研修体系について保育士を参考にできるが、
年齡範囲が高く、放課後の育成支援を行なう点から
本質は異なっている」といった話題があがっていた。
5 つ目は、同じく図左下の「資格」「認定」の共起
関係である。原文を確認すると、「認定資格研修と
の研修内容の整理や認定資格研修の回数の増加」と
いった要望があがっていた。

インタビュー調査結果

185



　Figure 8-6-5 に、今後の研修の展開について出現
回数 5 以上の単語を対象に対応分析をした結果を図
示した。
　Figure 8-6-5 によると、地方公共団体区分毎に単
語の出現傾向が相対的に異なっていたことが示され
ている。「指定都市」では、今後の展開として、「認定」

「資格」「講師」「交流」「テーマ」といった単語が相
対的に多く出現していた。「中核市」では、「連携」「学
校」「子ども」「自治体」といった単語が相対的に多
かった。「その他の市」では、「レベル」「保育」「背
景」が多く出現していた。

　Figure 8-6-5 の単語について原文を参照すると、
以下のような今後の展開が語られていた。

指定都市

・	 認定資格研修のように、標準的なカリキュラムや
テキストがあると全国で一定の水準の専門性を確
保できること。

・	 資質向上研修では、講師の基準は定められていな
いが、全国的に専門性を向上させることになると
講師に一定の基準が必要なこと。

・	 一定のテーマを設定し、複数の児童クラブ同士で
継続して交流できるような研修を設定したいこ
と。

放課後児童支援員等に求められる専門性及び資質向上のあり方：インタビュー調査（自治体研修担当者）

186

Figure 8-6-4　研修の展開に関する共起ネットワーク



中核市

・	 学校や放課後子ども教室、関係機関との連携につ
いて、事例検討を積み重ね、成功事例を共有、分
析するような研修を設けたいこと。

・	 個々の自治体が講師を探して研修を計画するより
は、都道府県等をブロックに分けて研修を実施す
るような効率化が必要なこと。さらに、その際に

は事業所が存在するブロックのみならず、柔軟に
研修に参加できるような仕組みが望ましいこと。

その他市

・	 区市町村レベルでの研修になると、研修回数や内
容が行政規模に左右されてしまうため、行政規模
に左右されない研修にすること。

インタビュー調査結果
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Figure 8-6-5　対応分析による今後の研修の展開の布置図



8-7	 自治体研修担当者へのインタビュー調査のまとめ

　研究 8 では、区市町村において放課後児童支援員
等の専門性向上を図る研修を企画、実行、評価、改
善している研修担当者の視点から、放課後児童支援
員等に求められる専門性及び資質向上のあり方につ
いて明らかにするため、インタビュー調査を実施し
た。インタビュー調査から以下のことが整理できた。
　まず、初任者及び中堅者に求める専門性である。
インタビュー調査から、自治体研修担当者は、初任
者に求める資質・態度として、子どもへの愛情や事
業理解への努力を強く求める傾向があった。知識・
技術では、子どもの安全管理や発達理解、障害のあ
る子どもの支援を主に求めていると言える。一方、
中堅者に求める資質・態度として、運営への責任感
や関係機関と連携するための協調性を特に強く求め
ている。知識・技術では、児童クラブの運営管理、
関係機関との連携のための他機関の理解と連携スキ
ルを主に求めている。
　次に、放課後児童支援等の資質向上のための研修
について、実際に研修を運営する担当者から現状を
聴取し、整理することができた。自治体研修担当者
であるため、実際には Off-JT を運営することが主
な役割である。Off-JT では、各地域の実情に応じて
研修が計画されていた。例えば、ある指定都市では、
放課後児童支援員の経験年数に応じて求める専門性
を明文化し、専門性に応じた研修を計画していた。
一方で、初任者の割合が多いため、初任者と中堅者
を分け隔てなく研修を計画する自治体もあった。多
くの自治体で共通していたことは、発達障害に関す
る研修の必要性である。現場の支援員からのニーズ
も高く、子どもの発達を一律に理解し対応するので
はなく、多様な子どもを理解し対応するための専門
性を高める研修が求められている。一方で、中堅者
以上に特化した研修を計画している自治体は少な
かった。中堅者に求める資質・態度や知識・技術等
については、明確な考えが語られたのにもかかわら
ず、中堅者向けの研修が少ないのには、中堅者の人
数が少ないことや系統的な研修体系が考案されてい
ないことが関わっていると考えられる。

　さらに、Off-JT に比べると OJT に関する延べ語
数は少なかった。インタビューの回答にあった通り、
自治体研修担当者としては OJT については把握し
きれていないと思われる。しかし、専門性向上を意
図するのであれば、OJT と Off-JT は車の両輪のよ
うに機能することが求められる。Off-JT で得た知識
や技術を実践においてどのように生かし、改善をし
たのか、OJT により振り返る機会、さらには各事
業所の振り返りから自治体として Off-JT の効果を
検証することが必要であろう。
　そして、研修の課題と今後の展開について主に 5
点に整理できた。1 点目は、認定資格研修や資質向
上研修、子育て支援員研修との内容や日程を整理す
る必要性を把握できた。2 点目は、研修の実施頻度
や内容について自治体間に格差があることがあがっ
た。これについて研修担当者は、経験年数に応じた
階層別のカリキュラムのモデル提示、都道府県内を
ブロックに分け自治体間で共通して研修を実施する
ことを望んでいる。3 点目は、支援員が研修会に参
加するための人員の確保である。自治体において研
修を企画したとしても、児童クラブによっては人員
不足から研修に参加できていない実態がある。4 点
目は、研修講師の確保である。現状でも研修講師を
確保することに困難があるが、今後、資質向上のた
めの研修講師に要件が定められた場合、講師を養成
することも求められる。5 点目は、研修効果の検証
である。先述の OJT との連動と関係するが、Off-
JT の後にどのように実践を行ない、どのような効
果が得られたのか、その場でのアンケートにとどま
らず、実践への活用の効果を検証する仕組みが必要
である。
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　研究 9 では、放課後児童支援員等に求められる専
門性及び資質向上のあり方について、研究 7 の有識
者へのインタビュー調査及び研究 8 の自治体研修担
当者へのインタビュー調査の結果を総合的に考察す
る。有識者には、放課後児童支援員等に求められる
専門性及び資質向上について、学術的研究や養成、
研修の実務的経験から専門的意見が提起された。一
方、指定都市、中核市、その他の市の自治体研修担
当者は、放課後児童クラブの運営や子どもの育成支
援に関する事項について、基礎的な知識の習得や事
例・技術等の共有を図る研修を企画運営している。
有識者及び自治体研修担当者の回答を総合的に検討
することで、放課後児童支援員等に求められる専門
性及び資質向上のあり方について、学術的かつ実行
可能な提言につながると考えられる。

9-1	 初任者及び中堅者に求められる資質・態度

　研究 7 及び研究 8 では、有識者と自治体研修担当
者に対して、初任者及び中堅者に求められる資質・
態度、知識・技術について聴取した。有識者と自治
体研修担当者から語られた資質・態度は、「放課後
児童クラブに従事する者の研修体系の整理」（案） 

（以下、研修体系案）に示されているキーワードが

主であった。Table 9-1-1 に、研修体系案の「放課
後児童クラブに従事する者として備えるべき資質」
を記す。研修体系案では、これらの資質が初任者、
中堅者、リーダーにとって備えるべき資質として例
示されている。
　本インタビュー調査から明らかになったことは、
これらの資質は、経験年数に応じて重視される項目
があることである。例えば、初任者では、愛情や柔
軟性、主体性、行動力、協調性、社会的マナー、健
全な心身、コミュニケーションといった項目があ
がった。中堅者では、倫理観、道徳性、責任感、協
調性、情熱などの項目があがった。さらに、これら
の資質・態度は、段階的に求められる内容が異なる
と考えられる。例えば、インタビュー調査では、同
じ「コミュニケーション」という項目でも、初任者
には子どもや保護者との一対一のコミュニケーショ
ンへの積極性が求められるが、中堅者では学校や地
域、関係機関とのコミュニケーションというよう
に、経験年数に応じてコミュニケーションの対象が
広がっていた。よって、放課後児童支援員等に求め
られる資質・態度について、経験年数に応じて求め
られる資質を整理することが望まれる。
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Table 9-1-1　放課後児童クラブに従事する者として備えるべき資質

研究９

インタビュー調査から見えてきた放課後児童支援員等
に求められる専門性及び資質向上のあり方（まとめ） 星美学園短期大学

太田　　研



1	 歌代萌子・橋本創一・三浦巧也（2013）学童保育における特別な支援を要する児童に関する調査研究．発達障害支援
システム学研究，12, 45-51．

9-2	 初任者及び中堅者に求められる知識・技術

　研究 7 及び研究 8 において、有識者と自治体研修
担当者が初任者及び中堅者に求める知識・技術にお
いても、研修体系案の内容が主に語られた。例えば、
初任者であれば、放課後児童健全育成事業の理解、
子どもの発達段階や遊びの理解、事故やケガの防止
と発生時の対応に関する安全管理の理解、コミュニ
ケーションのための傾聴技術などがあがった。一方、
中堅者では、関係機関との連携や運営能力、事故や
災害を組織的・計画的に防止するリスクマネジメン
ト、育成支援の PDCA などがあがった。資質・態
度と同様に、知識・技術においても経験年数に応じ
て段階的に専門性を高める必要がある。例えば、安
全管理では、初任者には事故やケガへの適切な対応
が主に求められる一方、中堅者には、事故・防災マ
ニュアルの作成や点検など組織的・計画的なリスク
マネジメントが求められる。このように、初任者で
は直接、子どもに対する支援や対応する知識・技術
が求められるのに対し、中堅者では、組織的な体制
づくりに関する知識・技術が専門性として必要とさ
れる。
　有識者と自治体研修担当者で異なる傾向も見られ
た。それは、「障害のある子どもの理解と支援」に
関する知識・技術の必要性である。多くの自治体研
修担当者は、有識者と比べると、初任者の段階から

「障害のある子どもの理解と支援」「特に配慮を必要
とする子どもの理解と支援」を必要な知識・技術と
して求めていた。現場の支援員からの研修ニーズの
高い内容であることがうかがえる。
 「平成 30 年（2018 年）放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ）の実施状況」によると、障害
のある子どもを受けて入れているクラブの割合は、
55.9％であり、2017 年の 55.4％、2016 年の 54.7％、
2015 年の 53.8％に比べると増加傾向にある。利
用している障害のある子どもの人数も 2018 年で
は 39,231 人、2017 年 で は 36,493 人、2016 年 で は

33,058 人、2015 年では 30,352 人と増加の一途を辿っ
ている。全登録児童数における障害のある子どもの
割合は、約 3.2％となっている。文部科学省（2012）
が発表した「通常の学級に在籍する発達障害の可能
性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に
関する調査結果について」では、通常の学級に在籍
する児童生徒のうち、担任が回答した学習面又は行
動面で著しい困難を示す児童生徒の割合は、6.5％
であった。また、歌代・橋本・三浦（2013）1 が東
京 23 区、埼玉県、神奈川県の放課後児童クラブを
対象に行なった調査によると、障害があると診断を
受けている児童も含めて、支援員が特別な支援を要
すると感じる児童の割合は、8.9％であった。この
ように、障害の診断を受けていないが、現場の支援
員が特別な支援の必要性を感じる子どもは一定の割
合で利用している。
 では、特別な支援を要する児童の理解と支援につ
いては、どのような知識・技術が必要であろうか。
第一に、子どもの多様性を理解することが必須であ
ると考える。発達段階を理解することも重要である
が、様々な背景のある子どもがいることを理解する
必要がある。第二に、特別な支援を要する児童の心
理特性と困り事を理解することである。一番困って
いるのは子どもであるという理解のもと、放課後児
童クラブの生活の場において、どのような特性を示
す傾向があるのか理解することが求められる。子ど
もを中心に据えた困り事の理解があってこそ、支援
の計画が進む。第三に、個々の子どもの支援ニーズ
に応じた支援があげられる。現在では、書籍やイン
ターネットを通して、支援方法に関する情報を入手
しやすくなった。そのため、発達が気になる子ども
に対してソーシャル・スキル・トレーニングなど、
特定の方法を適用しやすい。しかし、子どもの困り
事や強みも含めた実態把握なくして、育ちを支える
支援は成立しない。障害の診断があっても子どもは
一人ひとり異なっている。一人ひとりの理解を通し
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2 	 眞﨑大輔（監修）トーマツ イノベーション（編著）（2017）人材育成ハンドブック ―いま知っておくべき 100 のテー
マ―　ダイヤモンド社．

3 	 佐伯和子・河原田まり子・和泉比佐子・関美雪・上田泉・平野美千代（2009）OJT での人材育成を通しての現任教
育を推進する職場の組織育成．日本地域看護学会誌，11（2），52-58.

て、各事業所において実行可能な支援方法を実行し、
評価、改善のサイクルで支援を見直したい。十分な
実態把握のもとにした PDCA サイクルは、支援員
の実践力向上に最も寄与すると考えられる。

9-3	 初任者及び中堅者に必要な職場内教育訓練と職

場外研修

　本節では、初任者及び中堅者の資質・態度、知識・
技術の向上に必要な職場内教育訓練（OJT）と職場
外研修（Off-JT）について検討する。まず、OJT に
ついて、有識者及び自治体研修担当者では類似した
回答が得られた。つまり、OJT の方法としてチュー
ターやコーチング、実践検討会が活用できること、
内容については、放課後児童健全育成事業の理念や
特色の理解、子どもや保護者などの利用者との関わ
りを扱うことが明らかになった。そして、有識者及
び自治体研修担当者の両者から、今後の展開とし
て、PDCA サイクルに基づく人材育成の必要性が
挙がった。
　眞﨑（2017） 2 によると、OJT は計画的な育成計
画のもと、OJT の対象者の力量に応じて業務の量
と質を選定することから始まる。業務遂行にあたっ
ては、業務内容を伝達や実演し、一緒に行ない、十
分な水準に達したら対象者だけに遂行させる。そし
て、対象者が業務の成功や失敗、その背景となる原
因を振り返ることができるよう、内省支援を行なう
ことで業務の定着率が高まると言われている。OJT
では各事業所において、目指す人材像を明確にし、
どのような業務をいつ経験させるのかを計画する必
要がある。
　計画的な OJT は各事業所において展開すること
が求められるが、各事業所の OJT を支援する仕組
みを整えなければ理想論で終わってしまう。専門職
における OJT の内容や効果については、看護師や
保健師、教師教育において比較的多くの先行研究が

蓄積されている。その中でも、佐伯・河原田・和
泉他（2009） 3 は、指導的立場にある保健師に対し、
都道府県や地域ブロック単位で人材育成に関する
Off-JT を 1 年間に 3 回実施し、効果を検証している。
継続的な Off-JT の後、OJT の重要性に関する意識
や人材育成計画の作成、力量に応じた職務配分、目
標の明文化をする保健師が増加した。しかしながら、
保健師が感じる OJT の困難度に変化は認められず、
人材育成計画の作成についても全体の 15％が作成
しているという回答にとどまった。そのため、各自
治体において OJT を推進する際に障壁となる事項
について把握し、課題解決を図ることが求められる
であろう。
　本調査から明らかになった障壁は、OJT を進め
るにあたり、指導的立場にある中堅者の少なさと児
童クラブ間の格差である。OJT が各事業所に委ね
られており、人材育成が計画的に行なわれていない
事業所もある。計画的な OJT は離職率とも関連が
あると予想されるため、計画的な OJT のノウハウ
がない事業所では、指導的立場にあたるはずの中堅
者が少なくなってしまう。すると、初任者にとって
は OJT の機会が少なくなり、業務上の達成感が得
られにくくなり、不全感が増大する。人材育成の悪
循環に陥ってしまう。よって、Off-JT において人材
育成の例を紹介し、他の事業所と意見交換をする機
会が必要である。
　本調査では、有権者及び自治体研修担当者は中堅
者以上の Off-JT において、児童クラブの運営やチー
ム力を高める研修の必要性を強く感じていた。放課
後児童クラブを利用する児童は、高学年の児童、障
害のある児童、学習や行動面で気になる児童、外国
籍の児童など多様性を増している。これらの児童の
理解と支援に関する Off-JT も重要であるが、目前
の課題のみならず長期的な運営を見据えた Off-JT
も各自治体には期待される。
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4 	 小薗修・大内章子（2016）能力・態度における研修効果に影響を与える要因とその関連性．日本労務学会誌，17,  
50-68．

　では、Off-JT の効果を最大限に高めるには、ど
のような研修を運営することが望ましいのであろう
か。Table 9-3-1 に小薗・大内（2016）4 が概観した
研修効果に影響を与える要因を示した。小薗・大内

（2016）によると、研修効果には研修内容のみなら
ず研修受講前の要因も影響する。「学習レディネス」
や「研修マッチング」のように、受講者の事前知識
や能力、研修受講の必要性を受講者が強く感じてい
ることが研修効果を高める要因になる。そのため、
各自治体では、初任者や中堅者に応じた研修内容、
両者に共通する研修内容を整える必要がある。各事
業所では人材育成計画に基づき、事前知識や能力、
経験年数に応じた研修の受講者を決定する。受講者
が研修の必要性を感じるために、各自治体は研修の
目的や設定の背景を明確にし、各事業所では日頃か
ら放課後児童クラブの運営や業務上の課題等を全体
で共有することが望まれる。
　そして、研修効果は研修後の環境によっても左右

される。Off-JT で習得した知識や技術を職場内で実
践し、定着を図るためには「職場環境」を整える必
要がある。職場環境を整えるためには、「上司」が
率先して、研修内容の実践を奨励し、実践に対して
指導する支援体制が不可欠であると考えられる。小
薗・大内（2016）によると、「上司支援」は受講者
が研修の必要性を強く感じることや成長意欲を高め
ること、研修後に他の受講者と交流することと関連
がある。ゆえに、Off-JT の効果を最大限にするため
に、研修後に中堅者以上の上司による支援の充実が
望まれる。ただし、先述したように、有識者及び自
治体研修担当者へのインタビューでは、「上司支援」
を担う中堅者の少なさが指摘されている。中堅者向
けの研修会も少なく、中堅者が上司支援の意義や方
法等を身に付けられる機会が限られている。初任者
が継続して放課後児童クラブ支援員に従事し、中堅
者が初任者の OJT を担う資質や専門性を高めるシ
ステムを整えることが求められている。
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Table 9-3-1　Off-JT の効果に影響する要因（小園・大内，2016 をもとに作成）



9-4	 研修の課題と今後の展開

　初任者が資質や専門性を向上させ、継続的に業務
に従事し、中堅者が指導能力を高めるために、現在
障壁となっている課題と今後期待される展開を整理
する。
　有識者は、研修の課題として子どもの多様性に応
じた研修や運営者への研修などの研修テーマ、キャ
リアアップ制度の導入、OJT や Off-JT のための人
材確保をあげていた。一方、自治体研修担当者は、
研修テーマや人材確保はもちろんのこと、認定資格
研修との整理、経験年数に応じた研修内容の整理、
自治体規模に左右されない研修の受講などをあげて
いた。
　研修の展開では、有識者は、人事評価制度に研修
を位置づけること、外部専門家による巡回相談制度
を設けること、研修の講師やカリキュラム検討にお
いて高等教育機関と連携を図ることを述べていた。
自治体研修担当者は、標準的なカリキュラムを整え
ること、講師の要件を整え養成すること、研修の地
域格差を解消するために地域ブロックを構成するこ
とを提案していた。
　以上より、標準的なカリキュラムを整え、各地域

の課題に応じた研修内容を構築していく必要がある
と考えられる。標準的なカリキュラムがあることに
より、研修担当者がこれまでに研修テーマとして
扱った内容や頻度を振り返り、今後の研修テーマを
検討できる。カリキュラムの構築や地域の課題に応
じた研修を検討するには、都道府県との調整、高等
教育機関の積極的な関与が求められる。
　研修を展開するにあたっては、自治体規模によっ
て研修の開催状況が異なっている。放課後児童支援
員は、全国的なシラバスのある認定資格研修を都道
府県の主催により受講している。この一定の水準を
維持・発展させるために、自治体間で研修格差があっ
てはならない。研修格差を解消するために、地域ブ
ロックによる研修等の工夫が望まれる。この場合、
ブロックで研修を受けた後、研修の効果については
各区市町村の担当者が現場からの評価をまとめ、研
修がどのように役立ち、課題は何か把握するなど地
域ブロック研修担当と各区市町村の担当者の連携が
欠かせないであろう。
　人事評価制度と研修体系を関連づける点について
は、現在のキャリアップ制度を発展させることがで
きると考えられる。現在のキャリアップ制度では、
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Figure 9-4-1　コンピテンシーの構造（スペンサー・スペンサー，1993　梅津・成田・横山 訳 2011）



5	 Spencer, L. M., & Spencer, S. M.（1993 梅津祐良・成田攻・横山哲夫 訳 2011）コンピテンシー・マネジメントの展開［完
訳版］　生産性出版 .

経験年数と指定された研修の受講により、処遇改善
が行なわれる。研修内容は「放課後児童健全育成事
業の理解」「子どもを理解するための基礎知識」「い
じめや虐待への対応」「発達障害児など配慮を必要
とする子どもへの支援」など、知識や技術の習得を
目指した研修になっている。
　スペンサー・スペンサー（1993　梅津・成田・横
山 訳 2011） 5 は、Figure 9-4-1 に示したように、人
材育成の概念としてコンピテンシーを提唱してい
る。このモデルでは、問題解決状況で知識、スキル
を発揮するため根源的特性として、動機や特性、自
己イメージを重視している。知識やスキルを研修で
有したとしても現場の実践で発揮されなければ、専
門性が高まったとは言い難い。よって、動機や特性、
自己イメージといったコンピテンシーを高める必要
がある。
　動機や特性、自己イメージは評価や開発が困難と
されていたが、卓越した能力を有する専門家への面
接を通して、各業種に共通するコンピテンシーと熟
達水準別の行動的記述が同定されている。今後、現
在同定されているコンピテンシーを参考にし、放課
後児童支援員に必要な動機、特性、自己イメージ等
を明確に定義する研究が望まれる。各コンピテン
シーと熟達水準別の行動記述が同定されることで、
支援員自らが現在の水準を振り返ることができる。
また、中堅者や管理者が行動記述に基づいて評価し、
初任者に評価内容を伝えることで OJT の機会にも
なる。専門職固有のコンピテンシーを同定する取り
組みは、看護師や保健師、教師教育において徐々に
始まっている。これらの領域の取り組みを参考に、
放課後児童支援員に求められるコンピテンシーを探
索していくことが望まれる。
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